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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　動的システムの速度および姿勢を制御するための制御システムであって、
　所望の速度コマンドを受信し、オイラー角コマンドの形式で速度誤差を出力するように
構成された速度制御装置と、
　オイラー角コマンドを受信するために前記速度制御装置に動作可能なように接続された
姿勢制御装置システムとを備え、前記姿勢制御装置システムは、
　　前記オイラー角コマンドを受信し、前記オイラー角コマンドに基づいて所望の四元数
を出力するように構成された変換器と、
　　前記所望の四元数および前記動的システムの推定姿勢を示す推定四元数を受信するよ
うに構成され、前記動的システムに関連する姿勢誤差を出力するように構成されている姿
勢誤差生成器と、
　　前記姿勢誤差を受信し、前記姿勢誤差に基づいて誤差コマンドを前記動的システムに
出力するように構成された姿勢制御装置を備え、
　前記誤差コマンドは、前記姿勢誤差および前記速度誤差を低減するように構成され、
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムを全姿勢において制御するように構成
されている制御システム。
【請求項２】
　前記動的システムは、運航体を含み、前記誤差コマンドは、前記運航体の制御アクチュ
エータを調整するように構成された信号を含む請求項１に記載の制御システム。
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【請求項３】
　前記運航体は、飛行体を含み、前記運航体の制御アクチュエータは、制御面を含む請求
項２に記載の制御システム。
【請求項４】
　前記制御アクチュエータは、有効補助翼、有効昇降舵、および有効方向舵のうちの少な
くとも１つを含む請求項３に記載の制御システム。
【請求項５】
　前記飛行体は、実質的に垂直方向に離陸し、水平成分を持つ方向に飛行するように構成
されている請求項３に記載の制御システム。
【請求項６】
　前記姿勢制御装置システムは、実質的に垂直な方向で離陸することに関連する第１の座
標系と水平成分を持つ方向に飛行することに関連する第２の座標系との間で前記所望の四
元数を切り替えるように構成されている請求項３に記載の制御システム。
【請求項７】
　前記姿勢制御装置システムは、前記姿勢制御装置システムが前記第１の座標系と前記第
２の座標系との間で切り替えを行うときにチャタリングの発生を防止するためにヒステリ
シスを使用するように構成されている請求項６に記載の制御システム。
【請求項８】
　前記オイラー・コマンド角は、オイラー機首方向、オイラー・ピッチ、およびオイラー
・ロールのうちの少なくとも１つを含む請求項１に記載の制御システム。
【請求項９】
　前記動的システムは、機首を備える飛行体を含み、前記飛行体機首がほぼ水平方向を向
いているときに、前記制御システムは、減衰項として前記オイラー・ピッチのみを使用す
る請求項８に記載の制御システム。
【請求項１０】
　前記動的システムは、機首を備える飛行体を含み、前記飛行体機首がほぼ垂直方向を向
いているときに、前記制御システムは、減衰項として前記オイラー・ピッチおよび前記オ
イラー・ロールのみを使用する請求項８に記載の制御システム。
【請求項１１】
　前記姿勢誤差は、前記姿勢誤差が不連続性を有しないように、前記所望の四元数および
前記推定四元数に基づいて生成される請求項１に記載の制御システム。
【請求項１２】
　前記姿勢制御装置システムは、前記推定四元数を９０度回転し、それにより、回転され
た四元数を得て、前記回転された四元数がオイラー角に変換されたときに、非特異的オイ
ラー・ロール、オイラー・ピッチ、およびオイラー機首方位が生成されるように構成され
ている請求項１に記載の制御システム。
【請求項１３】
　前記オイラー角コマンドは、オイラー・ロール・コマンド、オイラー・ピッチ・コマン
ド、およびオイラー機首方位コマンドを含み、前記姿勢制御装置システムは、前記オイラ
ー・ロール・コマンド、前記オイラー・ピッチ・コマンド、および前記オイラー機首方位
コマンドを前記所望の四元数に変換し、前記所望の四元数を前記回転された四元数と比較
して前記姿勢誤差を生成するように構成されている請求項１２に記載の制御システム。
【請求項１４】
　前記姿勢誤差は、機体軸姿勢誤差を含む請求項１３に記載の制御システム。
【請求項１５】
　さらに、前記推定四元数を生成するように構成された航行フィルタを含む請求項１に記
載の制御システム。
【請求項１６】
　前記航行フィルタは、ＬＴＩ化法を使用して、前記動的システムの性能エンベロープ全
体を通して前記姿勢誤差を制御するように構成されている請求項１５に記載の制御システ
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ム。
【請求項１７】
　前記動的システムは、曲線経路にそって移動するように構成された運航体を含み、前記
姿勢制御装置システムは、オイラー・ロール・コマンドおよびオイラー機首方位コマンド
のうちの１つだけに基づいて曲線経路にそって前記運航体の移動を制御するように構成さ
れている請求項１に記載の制御システム。
【請求項１８】
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムが曲線経路にそって移動するために回
転調整を必要としない運航体を含むときに、オイラー機首方位変化が、オイラー・ロール
向きに関係なく、オイラー・ピッチ制御を介して制御されるように構成されている請求項
１に記載の制御システム。
【請求項１９】
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムの機体姿勢の安定性が保持されるよう
にオイラー角の直接入力により前記動的システムを制御するように構成されている請求項
１に記載の制御システム。
【請求項２０】
　動的システムの姿勢を制御するための姿勢制御装置システムであって、
　前記オイラー角コマンドの形式で速度誤差を受信し、前記オイラー角コマンドに基づい
て所望の四元数を出力するように構成された変換器と、
　前記所望の四元数および前記動的システムの推定姿勢を示す推定四元数を受信し、前記
動的システムに関連する姿勢誤差を出力するように構成されている姿勢誤差生成器と、
　前記姿勢誤差を受信し、前記姿勢誤差に基づいて誤差コマンドを前記動的システムに出
力するように構成された姿勢制御装置とを備え、
　前記誤差コマンドは、前記姿勢誤差および前記速度誤差を低減するように構成され、
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムを全姿勢において制御するように構成
されている姿勢制御装置システム。
【請求項２１】
　前記動的システムは、運航体を含み、前記誤差コマンドは、前記運航体の制御アクチュ
エータを調整するように構成された信号を含む請求項２０に記載の姿勢制御装置システム
。
【請求項２２】
　前記運航体は、飛行体を含み、前記運航体の制御アクチュエータは、制御面を含む請求
項２１に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２３】
　前記制御アクチュエータは、有効補助翼、有効昇降舵、および有効方向舵のうちの少な
くとも１つを含む請求項２２に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２４】
　前記飛行体は、実質的に垂直方向に離陸し、水平成分を持つ方向に飛行するように構成
されている請求項２２に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２５】
　前記姿勢制御装置システムは、実質的に垂直な方向で離陸することに関連する第１の座
標系と水平成分を持つ方向に飛行することに関連する第２の座標系との間で前記所望の四
元数を切り替えるように構成されている請求項２２に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２６】
　前記姿勢制御装置システムは、前記姿勢制御装置システムが前記第１の座標系と前記第
２の座標系との間で切り替えを行うときにチャタリングの発生を防止するためにヒステリ
シスを使用するように構成されている請求項２５に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２７】
　前記オイラー・コマンド角は、オイラー機首方向、オイラー・ピッチ、およびオイラー
・ロールのうちの少なくとも１つを含む請求項２０に記載の姿勢制御装置システム。
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【請求項２８】
　前記動的システムは、機首を備える飛行体を含み、前記飛行体機首がほぼ水平方向を向
いているときに、前記姿勢制御装置は、減衰項として前記オイラー・ピッチのみを使用す
る請求項２７に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項２９】
　前記動的システムは、機首を備える飛行体を含み、前記飛行体機首がほぼ垂直方向を向
いているときに、前記姿勢制御装置システムは、減衰項として前記オイラー・ピッチおよ
び前記オイラー・ロールのみを使用する請求項２７に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３０】
　前記姿勢誤差は、前記所望の四元数および前記推定四元数に基づいて生成されるおかげ
で不連続性を有しない請求項２０に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３１】
　前記姿勢制御装置システムは、前記推定四元数を９０度回転し、それにより、回転され
た四元数を得て、前記回転された四元数がオイラー角に変換されたときに、非特異的オイ
ラー・ロール、オイラー・ピッチ、およびオイラー機首方位が生成されるように構成され
ている請求項２０に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３２】
　前記オイラー角コマンドは、オイラー・ロール・コマンド、オイラー・ピッチ・コマン
ド、およびオイラー機首方位コマンドを含み、前記姿勢制御装置システムは、前記オイラ
ー・ロール・コマンド、前記オイラー・ピッチ・コマンド、および前記オイラー機首方位
コマンドを前記所望の四元数に変換し、前記所望の四元数を前記回転された四元数と比較
して前記姿勢誤差を生成するように構成されている請求項３１に記載の姿勢制御装置シス
テム。
【請求項３３】
　前記姿勢誤差は、機体軸姿勢誤差を含む請求項３２に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３４】
　さらに、前記推定四元数を生成するように構成された航行フィルタを含む請求項２０に
記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３５】
　前記航行フィルタは、ＬＴＩ化法を使用して、前記動的システムの性能エンベロープ全
体を通して前記姿勢誤差を制御するように構成されている請求項３４に記載の姿勢制御装
置システム。
【請求項３６】
　前記動的システムは、運航体を含み、前記姿勢制御装置システムは、オイラー・ロール
・コマンドおよびオイラー機首方位コマンドのうちの１つだけに基づいて曲線経路にそっ
て前記運航体の移動を制御するように構成されている請求項２０に記載の姿勢制御装置シ
ステム。
【請求項３７】
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムが曲線経路にそって移動するために回
転調整を必要としない運航体を含むときに、オイラー機首方位変化が、オイラー・ロール
向きに関係なく、オイラー・ピッチ制御を介して制御されるように構成されている請求項
２０に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３８】
　前記姿勢制御装置システムは、前記動的システムの機体姿勢の安定性が保持されるよう
にオイラー角の直接入力により前記動的システムを制御するように構成されている請求項
２０に記載の姿勢制御装置システム。
【請求項３９】
　動的システムの速度および姿勢を制御するための方法であって、
　前記動的システムに関連する速度誤差をオイラー角コマンドに変換することと、
　前記オイラー角コマンドを所望の四元数に変換することと、
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　前記所望の四元数および前記動的システムの推定姿勢を示す推定四元数に基づいて前記
動的システムに関連する姿勢誤差を生成することと、
　前記姿勢誤差および前記速度誤差を低減するように前記動的システムの前記速度および
姿勢を制御することとを含み、
　前記速度および姿勢を制御することは、すべての姿勢について行われることを特徴とす
る方法。
【請求項４０】
　動的システムは、アクチュエータを備える運航体を含み、前記速度および姿勢を制御す
ることは、前記アクチュエータを調整することを含む請求項３９に記載の方法。
【請求項４１】
　前記運航体は、制御面を備える飛行体を含み、前記速度および姿勢を制御することは、
前記制御面を調整することを含む請求項４０に記載の方法。
【請求項４２】
　前記動的システムは、飛行体を含み、前記動的システムを制御することは、前記飛行体
を実質的に垂直方向に離陸させ、前記飛行体を水平成分を持つ方向に飛行させることを含
む請求項３９に記載の方法。
【請求項４３】
　さらに、実質的に垂直な方向に前記飛行体を離陸させることに関連する第１の座標系と
水平成分を持つ方向に前記飛行体を飛行させることに関連する第２の座標系との間で前記
所望の四元数を切り替えることを含む請求項４２に記載の方法。
【請求項４４】
　さらに、ヒステリシスを使用することにより前記第１の座標系と前記第２の座標系との
間の切り替えを行うときにチャタリングを防止することを含む請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　さらに、前記推定四元数を９０度回転して回転された四元数を生成することと、非特異
的オイラー・ロール、オイラー・ピッチ、およびオイラー機首方位を含む前記回転された
四元数をオイラー角に変換することを含む請求項３９に記載の方法。
【請求項４６】
　前記オイラー角コマンドは、オイラー・ロール・コマンド、オイラー・ピッチ・コマン
ド、およびオイラー機首方位コマンドを含み、前記方法は、前記オイラー・ロール・コマ
ンド、前記オイラー・ピッチ・コマンド、および前記オイラー機首方位コマンドを前記所
望の四元数に変換することと、前記所望の四元数を前記回転された四元数と比較して前記
姿勢誤差を生成することとを含む請求項４５に記載の方法。
【請求項４７】
　前記動的システムは、運航体を含み、前記方法は、オイラー・ロール・コマンドおよび
オイラー機首方位コマンドのうちの１つだけに基づいて曲線経路にそって前記運航体の移
動を制御することを含む請求項３９に記載の方法。
【請求項４８】
　前記動的システムは、曲線経路にそって移動するために回転調整を必要としない運航体
を含み、前記方法は、さらに、運航体機首方位を変更するために任意のオイラー・ロール
向きについてオイラー・ピッチを制御することを含む請求項３９に記載の方法。
【請求項４９】
　さらに、前記オイラー角コマンドを入力し、前記動的システムを制御しつつ、前記動的
システムの機体姿勢の安定性を維持することを含む請求項３９に記載の方法。
【請求項５０】
　前記動的システムの前記姿勢を制御することは、ＬＴＩ化を使用して、前記動的システ
ムの動作エンベロープ全体にわたって前記姿勢誤差を制御することを含む請求項３９に記
載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本出願は、３５　Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１１９（ｅ）に基づき、参照により本明細書に組み込
まれている、２００４年６月２日に出願した米国仮出願第６０／５７６，０２０号の優先
権を主張するものである。
【０００２】
　本開示は、一般に、動的システムを制御するためのシステムおよび方法に関する。特に
、本開示は、運航体の速度および姿勢を制御するためのシステムおよび方法に関する。例
えば、本開示は、オイラー角を所望のコマンドとして使用し、例えば全姿勢帰還制御シス
テムなどの姿勢帰還制御システムで使用するためオイラー角を所望の四元数に変換するこ
とにより、固定基準システムにおいてコマンドが与えられた場合に、運航体がどのような
姿勢にあってもその運航体を制御するために使用できる制御アーキテクチャに関する。そ
れに加えて、本開示は、北、東、および下（ＮＥＤ）速度を制御するように構成されたパ
イロットまたは外側ループ制御装置に関する。例えば、外側ループ制御装置では、本開示
は、例えば、上述の姿勢制御装置などの姿勢制御装置により使用することができるオイラ
ー角コマンドを出力することにより運航体を制御するように構成された帰還構造に関する
。それに加えて、本開示は、オイラー角シーケンスを再定義してオイラー角の特異点を排
除することにより、任意の運航体姿勢において姿勢制御装置とともに外側ループ制御装置
を使用するためのメカニズムを実現することに関する。本開示は、例えば、任意の姿勢で
三次元空間内において操縦する運航体および制限された姿勢で操縦する運航体などの動的
システムに適用可能である。
【背景技術】
【０００３】
　飛行体を飛ばす従来のいくつかの帰還制御戦略では、対気速度およびオイラー・ロール
を制御するメカニズムとしてオイラー・ピッチを使用し、バンク角を制御することができ
る。例えば、ヘリコプターなどのホバリング運航体では、ボディ・ピッチおよびボディ・
ロールが、前進および横速度（ｓｉｄｅ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ）を制御するために使用され
る。いくつかのシステムでは、オイラー・ピッチ誤差は、ボディ・ピッチ・モーメントを
発生する制御面にマッピングすることができる。しかし、運航体が９０度にロールする場
合、ピッチ・モーメントを発生する表面を使用すると、オイラー・ピッチが帰還変数であ
る場合に不正確な結果が生じる。運航体ピッチが最大９０度までピッチアップする場合、
オイラー角は、オイラー・ロールおよびオイラー機首方位が一意に定義されていない特異
点に達する。
【０００４】
　ヘリコプター飛行制御システムの一例は、米国特許第５，１６９，０９０号で説明され
ており、ヘリコプターのピッチ姿勢が９０度に近づくときに感知された姿勢信号および所
望の姿勢信号を同期させることにより上述の欠点を克服しオイラー特異点を補正すること
を試みるものである。モデル追従飛行制御システムの一例は、米国特許第５，６１７，３
１６号で説明されており、オイラー座標で指令されたロール・レートを積分してバンク角
コマンドを与えることにより上述の欠点を克服することを試みるものであるが、その場合
、航空機のピッチ姿勢が天頂または天底に近づかない限り、実際のバンク角がそこから引
かれ、使用する機体座標に逆変換されるコマンド誤差を与える。ピッチ姿勢の絶対値は８
５度を超えるが、８５度を超える前に発生する最後の誤差は、航空機により使用される機
体座標に変換され、ピッチ角が８５度以下に復帰した場合に使用する姿勢コマンドの初期
積分値が、航空機の最後の誤差および実際の姿勢角度の和として形成される。
【０００５】
　しかし、これらの特許のそれぞれにおいて、制御されている運航体は、名目上、一定持
続時間の間、９０度のオイラー角で飛行することはできず、オイラー・ロールなどの他の
軸が９０度回転されると、制御動作は不正確になる。例えば、飛行機などの運航体が機体
を９０度に傾けた後、オイラー・ピッチは、方向舵により制御されるべきであり、その場
合、従来の飛行機制御装置だと、昇降舵を使用するであろう。
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【０００６】
　米国特許第５，８７５，９９３号では、四元数ベクトルは、前進方向および横方向の速
度誤差をオイラー・コマンドに変換し、オイラー・ロールを自由に変化する変数とするこ
とにより推力偏向システム（ｔｈｒｕｓｔ　ｖｅｃｔｏｒｉｎｇ　ｓｙｓｔｅｍ）を制御
するために使用される。横速度誤差（ｓｉｄｅ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ　ｅｒｒｏｒ）により
、オイラー機首方位コマンドが駆動され、前進速度誤差により、オイラー・ピッチ・コマ
ンドが駆動される。次いで、出力四元数コマンドは、帰還利得を直接四元数要素のうちの
３つに適用することにより慣性センサにより測定された四元数と対照して制御される。オ
イラー角または前進および北および東速度を指令し、任意の姿勢をとる運航体の機体姿勢
を制御する方法が開示される。しかし、運転姿勢限界が取り除かれると、オイラー角は、
もはや、適切な制御変数ではない。機体感知速度を使用し、機体感知速度を時間について
積分して機体軸姿勢を得ることによりこの問題を回避することが試みられている。これは
、状況によっては許容できる結果がもたらされることもあるが、絶対姿勢が知られておら
ず、姿勢に対する制限が強制できない場合、これは許容できないものとなりうる。飛行体
の運転姿勢を制限することは、実行可能な、また許容可能な選択肢であるため、制限付き
角度制御装置は多くの飛行機に搭載されている。しかし、いくつかの飛行体では、飛行エ
ンベロープの多くの異なる領域内で飛行することが望ましい場合がある。例えば、前進飛
行に遷移し、飛行機のように飛行する垂直離着陸機の場合、飛行エンベロープの多くの異
なる領域内で飛行するのが望ましい場合もある。このような場合、飛行中の運航体の姿勢
を制限することは可能でない。
【特許文献１】米国仮出願第６０／５７６，０２０号
【特許文献２】米国特許第５，１６９，０９０号
【特許文献３】米国特許第５，８７５，９９３号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述の欠点のうちの１つまたは複数を克服することが望まれている場合がある。例示的
な開示されているシステムおよび方法は、上述の欠点の１つまたは複数を解消することを
求める場合がある。本発明で開示されているシステムおよび方法は、上述の欠点のうちの
１つまたは複数を解消することができるが、開示されているシステムおよび方法のいくつ
かの態様は、必ずしもそれらの欠点を解消しない可能性があることを理解されたい。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　以下の説明では、いくつかの態様および実施形態は明らかであろう。本発明は、その最
も広い意味において、これらの態様および実施形態の１つまたは複数の特徴を有すること
なく実践できることは理解されるであろう。これらの態様および実施形態は、例示的であ
るにすぎないことは理解されるであろう。
【０００９】
　一態様では、本明細書で具現化され、広く説明されている通り、本発明は、動的システ
ムの速度および姿勢を制御するための制御システムを含む。制御システムは、所望の速度
コマンドを受信し、オイラー角コマンドの形式で速度誤差を姿勢制御装置システムに出力
するように構成された速度制御装置を備える。制御システムは、さらに、姿勢制御装置シ
ステムを含む。姿勢制御装置システムは、オイラー角コマンドを受信し、オイラー角コマ
ンドに基づいて所望の四元数を出力するように構成された変換器を備える。姿勢制御装置
システムは、さらに、所望の四元数および動的システムの推定姿勢を示す推定四元数を受
信し、動的システムに関連する姿勢誤差を出力するように構成された姿勢誤差生成器を備
える。姿勢制御装置システムは、さらに、姿勢誤差を受信し、姿勢誤差に基づいて誤差コ
マンドを動的システムに出力するように構成された姿勢制御装置も備える。誤差コマンド
は、姿勢誤差および速度誤差を低減するように構成される。
【００１０】
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　他の態様によれば、動的システムの姿勢を制御するための姿勢制御装置システムは、オ
イラー角コマンドの形式での速度誤差を受信し、オイラー角コマンドに基づいて所望の四
元数を出力するように構成された変換器を備える。姿勢制御装置システムは、さらに、所
望の四元数および動的システムの推定姿勢を示す推定四元数を受信するように構成された
姿勢誤差生成器を備え、動的システムに関連する姿勢誤差を出力するように構成されてい
る。姿勢制御装置システムは、さらに、姿勢誤差を受信し、姿勢誤差に基づいて誤差コマ
ンドを動的システムに出力するように構成された姿勢制御装置も備える。誤差コマンドは
、姿勢誤差および速度誤差を低減するように構成される。
【００１１】
　さらに他の態様では、動的システムの速度および姿勢を制御する方法は、動的システム
に関連する速度誤差をオイラー角コマンドに変換することを含む。この方法は、さらに、
オイラー角コマンドを所望の四元数に変換すること、および所望の四元数および動的シス
テムの推定姿勢を示す推定四元数に基づいて動的システムに関連する姿勢誤差を生成する
ことを含む。この方法は、さらに、姿勢誤差および速度誤差を低減するように動的システ
ムの速度および姿勢を制御することも含む。
【００１２】
　任意の姿勢における操縦を必要とする運航体の自動飛行制御は、ＮＥＤ座標系（われわ
れの世界）で働き、絶対姿勢感知（運航体の世界）で運航体を制御する解を必要とする。
センサは、運航体上に、例えば、ジャイロ、加速度計、ＧＰＳ、およびコンパスを備え、
組み合わせることにより、運航体の姿勢およびＮＥＤ速度を推定することができる。組み
合わされたセンサ帰還を使用することで、制御をアルゴリズムが導出されるが、通常であ
れば、オイラー角からの制限のため姿勢エンベロープは制限される。
【００１３】
　本明細書で使用されているように、「アルゴリズム」という用語は、推定された状態を
制御面のたわみにどのように変換できるかを記述するために使用できる一組の方程式およ
び／またはロジック・ステップを意味する。
【００１４】
　いくつかの態様によれば、例示的な姿勢制御装置システムは、姿勢制御アルゴリズム、
例えば、全姿勢制御アルゴリズムを含み、これにより、コマンドをＮＥＤ軸で与えること
ができ、また姿勢誤差を通じて運航体の絶対姿勢の直接的制御を行うことができる。四元
数集合は、運航体の任意の時刻における絶対姿勢を記述することができる。姿勢制御装置
システムは、制御利得を所望の四元数集合と実際の四元数集合との間の誤差に適用するこ
とにより所望の四元数集合を追跡することができる。外側ループ制御装置および／または
パイロットは、所望の速度対実際の速度の誤差に基づいて３つのオイラー角を指令するこ
とができる。オイラー姿勢コマンドを所望の四元数集合に変換することができる。前進飛
行している飛行体では、前進速度は、オイラー・ピッチを指令することにより制御するこ
とができる。完全姿勢制御のためには３つのオイラー角が必要になる可能性があるため、
これにより、オイラー・ロールを独立に設定することができ、その結果、ロールにおいて
任意の向きで飛行できる制御装置アルゴリズムが得られる。ホバリング運航体では、類似
の帰還アーキテクチャを使用し、オイラー・ピッチおよびオイラー・ロールを指令するこ
とにより前進速度および横方向速度の両方を制御することができ、しかも、オイラー機首
方位を自由に指定することができる。
【００１５】
　上述の構造的および手続き的な配列とは別に、本発明は、以下で説明されるような多数
の他の配列を含むこともできる。上記の説明および以下の説明は両方とも例示的であるこ
とは理解されるであろう。
【００１６】
　付属の図面は、本明細書に組み込まれ、本明細書の一部をなす。図面は、本発明の例示
的な実施形態を示しており、説明と併せて、本発明のいくつかの原理を説明するために使
用される。
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【００１７】
　次に、本発明の可能ないくつかの例示的な実施形態を詳しく参照するが、その例は、付
属の図面に例示されている。可能な限り、同じ参照番号は、図面および説明の中で、同じ
または類似のパーツを指すために使用される。
【００１８】
　３軸に関して自動制御を行うのが望ましい動的システムでは、一組のセンサ、例えば、
ジャイロ、加速度計、磁力計、および／または他の状態保持センサを使用することができ
る。例えば、動的システムは、３軸に関して制御することができる動的運航体を含むこと
ができ、センサは、ときには（ただし常にではなく）組み合わせて、制御装置出力を生成
する制御装置アルゴリズムにより使用できる推定状態図を生成することができる。制御装
置アルゴリズムは、センサ入力と制御作動出力との間の変換を行う一組の数学的演算によ
り定めることができる。例えば、飛行機などの運航体では、センサは、航行フィルタ内で
組み合わされ、それにより推定状態を得ることができる。例えば、推定状態は、式

【数１】

により表すことができる、四元数集合により定義された運航体姿勢を含むことができる。
【００１９】
　推定状態は、さらに、ＮＥＤ速度およびＮＥＤ位置も含むことができる。
　図１および２を参照すると、これらの図は、運航体の例示的な軸規約の概略を示してい
る。図１は、水平方向の向きの機首を持つ運航体１０に対する軸規約を示している。図１
に示されているように、オイラー角は、ＮＥＤ軸から機体軸に変換する機首方位、ピッチ
、次いでロール回転のシーケンスにより定義することができる。
【００２０】
　図２は、垂直方向の向きの機首を持つ運航体１０に対する軸規約を示している。図２に
示されているように、運航体１０の機体軸を再定義することにより特異点を回避するため
に運航体の機首が垂直に近いときにオイラー角の他の集合を使用することができる。この
ような場合、オイラー・ロールは、機体ヨー角を規定する。オイラー角は不連続であるが
、四元数は姿勢を記述するので、連続性を維持することができるが、しかし、これは一意
的ではない。
【００２１】
　以下の説明は、四元数により記述されうる３軸に関して制御できる動的システム（例え
ば、運航体）に適用される。四元数は、三次元空間内のベクトルの向きを完全に記述する
ために使用できる四次元ベクトルである。
【００２２】
　最も単純な制御装置のケースは、全姿勢制御装置であり、姿勢コマンドは、オイラー姿
勢コマンドとして与えられる。このような場合、オペレータまたは高水準のオートパイロ
ットが、三次元空間内の運航体を追跡できるオイラー角コマンドを生成することができる
。姿勢追跡は、例えば、式
【数２】

により記述されるような直接四元数帰還誤差制御を含む多数の技術により実行することが
できる。
【００２３】
　項
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【数３】

は、姿勢誤差［φｘ，φｙ，φｚ］のベクトルであり、項Ｋｎｘ３は、帰還利得行列であ
り、項ｎは、動的システムの制御面の数である。四元数誤差は、よく知られている四元数
算術演算を使用して計算することができる。
【００２４】
　姿勢追跡の他の方法は、四元数誤差を使用して機体軸姿勢誤差を生成することを含む。
姿勢帰還法則がどのように定義されようと、この方法では、適切な制御作動を使用して機
体軸内の所望の四元数ベクトルを追跡するだけでよい。四元数誤差を機体軸姿勢誤差に変
換する場合、結果として、機体軸ロール誤差がロール・モーメント生成面、例えば、補助
翼により制御され、機体軸ピッチ誤差は、ピッチ・モーメント生成面、例えば、昇降舵に
より制御され、機体軸ヨー誤差は、ヨー・モーメント生成面、例えば、方向舵により制御
される。
【００２５】
　運航体１０の機首が水平である（機首水平）か、または運航体１０の機首が垂直である
（機首垂直）場合、コマンドは、パイロットまたは高水準制御装置からのオイラー角コマ
ンドにより規定することができる。例えば、これらのコマンドは、オイラー・ピッチ、オ
イラー機首方位、およびオイラー・ロールとして規定することができる。これら３つのオ
イラー角コマンドは、式

【数４】

に従って、所望の四元数ベクトルを生成するために使用することができる。
【００２６】
　Ｅｕｌｅｒ２Ｑｕａｔ関数は、オイラー角から四元数への変換を行う知られている関数
である。
【００２７】
　図３は、制御システム１２、例えば、直接姿勢制御装置システムの例示的な一実施形態
を示している。制御システム１２に対する概略が示されているブロック図は、機首水平ま
たは機首垂直に飛行している飛行機などの例示的な運航体上で使用される。
【００２８】
　図３に示されている例示的な制御システム１２では、オイラー・ロール、オイラー・ピ
ッチ、およびオイラー機首方位に対するオイラー角コマンドφＣｍｄ、θＣｍｄ、および
ΨＣｍｄは、それぞれ、変換器１４に入力される。変換器１４は、オイラー角コマンドを
所望の四元数ベクトル

【数５】

に変換する。所望の四元数ベクトルおよび推定四元数ベクトルは、姿勢誤差生成器１６に
入力され、生成器は、姿勢誤差方法を使用して所望の姿勢四元数ベクトルおよび推定姿勢
四元数ベクトルから姿勢誤差φｘ、φｙ、およびφｚを生成する。姿勢誤差φｘ、φｙ、
およびφｚは、姿勢制御装置１８に入力される。このようにして、オイラー角は、制御に
直接使用されることはない。むしろ、制御のため真の機体軸姿勢誤差に変換される。
【００２９】
　姿勢制御装置１８は、コマンドとして機体ロール・モーメントを生成するδＡｉｌｅｒ
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ｏｎ、機体ピッチ・モーメントを生成するδＥｌｅｖａｔｏｒ、および機体ヨー・モーメ
ントを生成するδＲｕｄｄｅｒを送る多変数または単一入力単一出力姿勢制御装置とする
ことができる。例えば、ＬＴＩ化を使用して姿勢制御装置１８を設計する場合、そのいく
つかの例は、参照により本明細書に組み込まれている同一出願人による米国特許第６，８
５９，６８９号で説明されているが、姿勢制御装置１８は、運航体の動作エンベロープ全
体にわたって運航体の姿勢を制御することができる。
【００３０】
　δＡｉｌｅｒｏｎ、δＥｌｅｖａｔｏｒ、およびδＲｕｄｄｅｒコマンドは、例えば、
運航体などの動的システム２０内に入力することができ、感知された状態は、航行フィル
タ２２内に入力することができ、それにより、推定姿勢四元数ベクトル
【数６】

が閉ループ方式で姿勢誤差生成器１６内に入力される。
【００３１】
　オイラー角を指令することにより、パイロットまたは高水準オートパイロット（例えば
、無人飛行体のオートパイロット）は、オイラー・ロールを任意の角度に回転し、オイラ
ー・ピッチについて同じ入力制御を維持することができる。姿勢制御装置１８は、姿勢コ
マンドを追跡することにより、必要な入力を正しい機体姿勢軸に変換する。
【００３２】
　例えば、オイラー・ピッチ・コマンドが１０度に設定され、オイラー・ロールが０度に
設定され、オイラー機首方位が０度に設定されている、まっすぐ水平に飛行している従来
の飛行機を考える。実際のオイラー・ピッチは８度であり、実際のオイラー・ロールは０
度であり、実際のオイラー機首方位は０度であると仮定しよう。その結果生じる表面たわ
みは、昇降舵上、方向舵ゼロ、および補助翼０となる。次に、パイロットまたは高水準オ
ートパイロットは、９０度のオイラー・ロール、１０度のオイラー・ピッチ、および０度
のオイラー機首方位を指令すると仮定する。実際のオイラー・ロールは９０度であり、実
際のオイラー機首方位は０度であり、実際のオイラー・ピッチは８度であると仮定する。
その結果生じる表面たわみは、方向舵左、昇降舵ゼロ、および補助翼０となる。この場合
、方向舵は、オイラー・ピッチを制御することにより、オイラー・ピッチ軸への昇降舵の
ように動作している。
【００３３】
　姿勢制御装置１８は、オイラー角コマンドを使用することにより、パイロットまたはオ
ートパイロットで、オイラー・ロール角に関係なく、オイラー・ピッチにより直接運航体
の速度を制御することができる。これにより、運航体は、パイロットまたはオートパイロ
ットによる作業負荷を増やすことなく、ナイフエッジ飛行または反転飛行することが可能
になる。
【００３４】
　任意の姿勢で飛行できる運航体では、軸規約は、図２に示されているように、例えば、
オイラー角よりも上にＸ軸という定義が使用されるように切り替えることができる。
【００３５】
　図４は、速度制御装置２４の例示的な一実施形態を示している。ＮＥＤ軸内の速度を制
御するために、図４に示されているように、速度誤差ループは、オイラー姿勢コマンドの
周りに包み込まれ、これは、図３に示されている例示的な姿勢制御ループを包み込むこと
ができる。比例および積分作用は、有効な機首方位ΨＰｒｏｊを通して射影される北およ
び東速度誤差に適用されうる。オイラー角は、減衰項として作用しうる。
【００３６】
　例えば、北および東速度は、式
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　　ＶｅｌＦ＝ＶｅｌＮｃｏｓ（ΨＰｒｏｊ）＋ＶｅｌＥｓｉｎ（ΨＰｒｏｊ）、および
／または
　　Ｖｅｌｓ＝－ＶｅｌＮｓｉｎ（ΨＰｒｏｊ）＋ＶｅｌＥｃｏｓ（ΨＰｒｏｊ）
を使用して、機体前進および機体横方向速度に変換することができる。
【００３７】
　項ΨＰｒｏｊは、運航体１０の射影されたＸ－Ｚ平面機首方位である（例えば、図１お
よび２を参照）。機首前進および機首上げ座標の両方において、ΨＰｒｏｊ＝Ψである。
【００３８】
　運航体１０の機首が垂直に近い場合、指令された横方向速度の結果として、指令された
機体ヨー角が得られるが、これは、われわれのオイラー軸規約に対するオイラー・ロール
であり、指令された前進速度は、指令されたオイラー・ピッチ角を生成する。第３の独立
コマンドは、オイラー機首方位コマンドにより与えられ、独立に指定することができる。
速度制御装置２４は、式
　θＣｍｄ＝－ＫθθＳｅｎｓｅｄ－ＫＰ１（ＣｍｄＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ－ＶｅｌＦｏ

ｒｗａｒｄ）－ＫＩ１∫（ＣｍｄＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ－ＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ）、およ
び／または
　φＣｍｄ＝－ＫφφＳｅｎｓｅｄ－ＫＰ２（ＣｍｄＶｅｌＳｉｄｅ－ＶｅｌＳｉｄｅ）
－ＫＩ２∫（ＣｍｄＶｅｌＳｉｄｅ－ＶｅｌＳｉｄｅ）
により与えられた帰還構造を使用してオイラー・ピッチおよびオイラー・ロールを指令す
ることができる。
【００３９】
　２つのオイラー・コマンドθＣｍｄおよびφＣｍｄを平面速度制御に使用することがで
き、第３の角度を含む場合、オイラー姿勢コマンドの三つ組みであるオイラー機首方位Ψ

Ｃｍｄを使用して、所望の四元数
【数７】

を構築することができる。いくつかの実施形態によれば、それぞれの利得は、例えば、利
得および／または他の制御装置構造を含む一連の補償器で置き換えることができるが、図
３および４に示されている例示的な帰還経路を使用することができる。
【００４０】
　これら３つのオイラー角コマンドは、式
【数８】

に従って、所望の四元数ベクトル
【数９】

を生成するために使用することができる。
【００４１】
　項φＣｍｄは、オイラー・ロール・コマンドであり、項θＣｍｄは、オイラー・ピッチ
・コマンドであり、および項ΨＣｍｄは、オイラー機首方位コマンドである。Ｅｕｌｅｒ
２Ｑｕａｔ関数は、オイラー角から四元数への変換を行う知られている関数である。
　運航体１０が垂直を超える機首を持ち、前進飛行している場合、速度制御装置２４は前
進速度からのピッチを指令するが、これは、
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　　θＣｍｄ＝－ＫθθＳｅｎｓｅｄ－ＫＰ１（ＣｍｄＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ－ＶｅｌＦ

ｏｒｗａｒｄ）－ＫＩ１∫（ＣｍｄＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ－ＶｅｌＦｏｒｗａｒｄ）
で与えられる。
【００４２】
　図５は、例えば、ミサイルまたは翼を持たないダクテッド・ビークル（ｄｕｃｔｅｄ　
ｖｅｈｉｃｌｅ）などの運航体に対する速度制御装置２６の例示的な一実施形態を示して
いる。このような運航体の場合、機首方位ΨＣｍｄおよびバンク角φＣｍｄは、任意に選
択することができる。これにより、オイラー機首方位コマンドΨＣｍｄを使用して新しい
機首方位に向けつつオイラー・ロール・コマンドφＣｍｄを設定することにより、運航体
はペイロード（ｐａｙｌｏａｄ）をポイント（ｐｏｉｎｔ）することができる。
【００４３】
　他方、例えば、固定翼の飛行機または翼を持つダクテッド・ビークルなどの、任意に選
択された機首方位およびバンク角をサポートできない運航体では、機首方位およびバンク
角コマンドを運動学的に結合することが望ましい場合がある（つまり、運航体の動力学に
応じて一方を他方の関数として設定することが望ましい）。
【００４４】
　２つの例示的な方法を使用して、バンクおよび機首方位コマンドの運動学的結合を保持
することができる。第１の例示的な方法では、バンク角コマンドを指定し、次いで、バン
ク角を回転速度に関連付ける力学運動方程式を積分することにより機首コマンドを決定し
、
【数１０】

のような新しい機首方位コマンドを得る。
【００４５】
　項ΨＣｍｄＳｔａｒｔは、バンク・コマンドが起動されたときの一定の初期機首方位コ
マンドである。積分はアナログでもデジタルでもよいが、例えば、デジタル積分近似を使
用する。上記方程式により与えられた正確な形式または近似を使用することができる。
【００４６】
　第２の例示的な方法では、機首方位をパイロットまたは高水準制御装置コマンドとして
指定し、次いで、機首方位コマンドの変化率からロール角コマンドを求めるが、これは式
【数１１】

で与えられる。
【００４７】
　微分はアナログでもデジタルでもよいが、例えば、デジタル微分近似または方法を使用
する。上記方程式により与えられた正確な形式または近似を使用することができる。
【００４８】
　３つの角度を使用して、所望の四元数を生成することができ、いずれかの例示的方法が
、式
【数１２】

に従って、ロール角φＣｍｄおよび機首方位コマンドΨＣｍｄを生成するために使用され
る。
【００４９】
　指令された機首方位ΨＣｍｄから、またはバンク／ロール角コマンドφＣｍｄへの機首
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運航体の直接オイラー姿勢制御にも適用することができ、図５に示されている例示的な速
度制御装置用の入力であってよい。
【００５０】
　例えば、垂直に離陸し、前進飛行に切り替えることができる、ダクテッド・ファン・ビ
ークルなどのいくつかの運航体を制御するために、所望の四元数ベクトル
【数１３】

を、パイロットまたは高水準制御装置から受信された機首上げオイラー・コマンドと機首
前進オイラー・コマンドとの間で切り替えることが望ましい場合がある。この切り替えが
行われるときに、姿勢誤差を保存し、それにより、一時的コマンドを導入し、四元数参照
を変化させることができる。
【００５１】
　姿勢誤差行列は、式

【数１４】

にしたがって再構築することができる。
【００５２】
　四元数コマンドは、式
【数１５】

に従って、使用されている軸システムおよび使用されている四元数に関連付けられた姿勢
誤差および現在方向のコサイン行列から計算で求めることができる。
【００５３】
　上記の式を計算するために近似または数値法を使用することができる。次いで、切り替
え時の所望の四元数ベクトル
【数１６】

を、方向コサイン行列からオイラー角への標準的変換を使用することにより解くことがで
きるが、これは式
【数１７】

で与えられる。
【００５４】
　所望のオイラー角は、標準変換を使用して所望の四元数ベクトル



(15) JP 4685866 B2 2011.5.18

10

20

30

40

【数１８】

から決定することができる。
【００５５】
　航行フィルタからの測定結果は、典型的には、連続四元数ベクトルに保持できるので、
測定された方向コサイン行列は、例えば、知られている四元数算術演算に従って測定され
た四元数ベクトルを９０度回転し、次いで、測定された方向コサイン行列を決定すること
により決定することができる。
【００５６】
　２つの異なる軸規約に関して、定義により、オイラー角は不連続性を有しており、四元
数は一意的でないため、このメカニズムにより、一貫性のある誤差が生じ、姿勢誤差に不
連続性を持ち込むことなく、機首垂直座標と機首水平座標との間で何回も切り替えを行う
ことができる。軸定義の切り替えは、９０度のオイラー・ピッチと０度のオイラー・ピッ
チとの間でいつでも行うことができる。いくつかの例示的な実施形態によれば、切り替え
は、約４５度に等しいオイラー・ピッチで行うことができる。ヒステリシスを使用し、機
首前進から機首上げに戻す場合よりも低いオイラー・ピッチ角で機首上げから機首前進に
切り替えることにより機首上げオイラー・コマンドから機首前進オイラー・コマンドへ切
り替えることができる。少なくとも類似の方法で、説明されている例示的な方法も、機首
下げ向きに適用することができるので、その結果、完全な全姿勢解が得られる。
【００５７】
　本明細書で開示されている例示的な実施形態は、飛行機、ダクテッド・ファン、および
ヘリコプター飛行システムなどの運航体に関して例示することを目的に説明されているが
、本開示は、任意の姿勢で制御される必要のある動的システム、および特に、固定世界空
間内で動く動的システムに適用することができる。
【００５８】
　当業者にとっては、本開示の構造および方法にさまざまな修正および変更を加えられる
ことは明白であろう。したがって、本開示は、明細書で説明されている例に限定されない
ことが理解されるべきである。むしろ、本開示は、修正形態および変更形態を対象とする
ことが意図されている。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】運航体の機首が水平方向を向いている例示的な運航体軸規約の概略を示す図であ
る。
【図２】運航体の機首が垂直方向を向いている例示的な運航体軸規約の概略を示す図であ
る。
【図３】姿勢制御装置システムの例示的な一実施形態を示す概略ブロック図である。
【図４】速度制御装置の例示的な一実施形態を示す概略ブロック図である。
【図５】速度制御装置の例示的な一実施形態を示す概略ブロック図である。
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